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――有馬代表が「木のまち・木のいえ推進
フォーラム」の代表でおられることから、
「木のまち・木のいえ推進フォーラム」の目
的と今後の方向性を伺いたいと思います。始
めに推進フォーラム発足のきっかけあるいは
設立趣旨についてお聞かせください。
有馬代表：木のまち・木のいえ推進フォーラ

ム発足のベースになったのは、「住宅建築に
おける木材の利用促進フォーラム」（平成20
年11月20日仮称で発足）です。住宅建築に関わ
る色々な分野、視点の人々が「木材利用」とい
う共通の課題の中で情報を共有し、研鑽、展開
する場としたいということに発しています。
設立大会の2月27日から「木のまち・木のいえ
推進フォーラム」という名に変えています。
在来木造であれ、ツーバイフォー住宅であ

産学官が結集して住宅・
建築物への木材利用の促進
と長寿命木造住宅・建築物
の普及等を目的に今春２月
27日に発足した「木のまち・
木のいえ推進フォーラム」。
第１回目の交流イベントは
３月27～28の両日、東京・
新木場の新木場木材まつり
に併せて盛大裡に開催、今
後は全国各地の木材集積地
や消費地で交流会形式のリ
レーフォーラムを展開して
いく方針だが、有馬孝 代
表（宮崎県木材利用技術センター所長、東京大学名誉教授）を同センターに訪ね（８月４日）、
同フォーラムや木材利用の方向性と課題などについて聞いてみた。〔住友林業㈱木材建材
事業本部事業開発部（建材マンスリー編集室）荻本博樹〕

れ、鉄骨住宅であれ、共通するのは「木材利
用推進」というものです。当推進フォーラム
には、木材利用を考えておられる様々な人々
や団体に参加していただき、各々の団体が
「木材利用」について何を考えどのような課
題を抱えているかをフォーラムの皆様に開示

国産材時代の木材利用

（ありま たかのり）

木のまち・木のいえ推進フォーラム代表
宮崎県木材利用技術センター　所長
（東京大学名誉教授）
1942年鹿児島県生まれ。65年に東京大学農学
部林産学科卒業、67年に東京大学大学院農学

系研究科林産学修士課程終了、67年4月から東京大学農
学部文部教官助手、建設省建築研究所建設技官研究員、
オーストラリア連邦科学産業機構建設部門客員研究員、
静岡大学農学部材産学科助教授、東京大学農学部林産学
科助教授 などを経て、96年8月に東京大学大学院農学生
命科学研究科教授に、2003年4月から現職。
林野庁林政審議会会長、木の建築フォーラム代表幹事な
どを務める。
主な著書
「循環型社会と木材」全日本建築士会 2002年
「木材の住科学 木材建築を考える」東京大学出版 2003年
「なぜ、今木の建築なのか」学芸出版社 2009年

木のまち・木のいえ
推進フォーラムについて
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し、共通の課題として考えていけるような舞
台をつくる、それが当フォーラムの趣旨であ
り役割であると考えています。
――設立大会では金子国土交通大臣、石破

農林水産大臣が出席され祝辞を述べられてい
ます。
有馬代表：国会で全会一致で採択された長

期優良住宅普及促進法には、国産材利用推進
が明記され、国産材利用は国家的課題と認識
されました。当フォーラムに挙げられた木材利
用の課題等を共有し、連携を図っていきます。
――フォーラムと参加団体とはどのような

関係でしょうか。
有馬代表：当フォーラムには様々な人々や

団体が参加していますし、設立発起人にも団
体の代表やリーダーの方もいらっしゃいま
す。先ほど話しましたように、当フォーラム
には「木材利用」においての情報共有の場を
提供するという趣旨にご賛同頂き参加して頂
いていますので、当フォーラムが団体の上に
立ち、団体を纏めるものではありません。
――会員の参加資格は。
有馬代表：個人会員、団体・法人会員は当

フォーラムの趣旨に賛同頂ければ誰でも無料
で入会は可能です。公官庁の方々の入会も結
構あります。
――具体的な活動にはどのようなものがあ

りますか。
有馬代表：１つには情報の収集と発信で

す。当フォーラムから情報収集を積極的に進
めるものではありませんので、各会員から情
報を上げて頂くことが基本になると思われま

す。ただ、影響の大きい行政や学会・協会の
情報は発信、提供していくことになると思い
ます。集まった情報は基本的にはインターネ
ットで配信します。
２つめには、「木材利用」に関するイベン

トへの協力です。具体的には消費者と住宅産
業、木材産業等の関係者との交流を図るイベ
ント「木のまち・木のいえリレーフォーラム」
への参加があり、第1回は3月28日新木場で開
催され当フォーラムから安藤直人幹事（東京
大学大学院教授）が出席し開会の挨拶を、藤
沢好一氏（職業能力開発短期大学東京建築カ
レッジ学校長　芝浦工業大学名誉教授）が基
調講演をしました。また、第２回は８月22日
栃木県鹿沼で開催され当フォーラムから藤本
昌也幹事（日本建築士会連合会会長）が出席
し基調講演をしています。このように、当フ
ォーラムが主催するものではありませんが、
講師を派遣するなどの協力を行っています。
――今後の活動予定や目標についてお聞か

せください。
有馬代表：各団体の情報を挙げて頂き可能

な限り皆様に流し、共有すること、リレーフ
ォーラムのような交流イベントへの協力を行
っていく予定です。
――課題がありましたらお願いします。
有馬代表：課題は色々あるでしょうが、上

流側（山側）の情報があまり入ってこない点
が挙げられます。上流（木材生育・生産）か
ら下流（住宅建築・消費者）の流れの中で、
中下流の木材業者・建築業者・消費者の情報
はある程度集まり共有が進められています

木のまち・木のいえ推進フォーラム設立パンフレットより
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が、上流の生産林に関する情報は余りにも少
ないと思えます。上流との十分なパイプがで
きていないのが原因です。したがって、中下
流が上流の－例えば木を育てることの重要
さ－への認識が低すぎるようです。上流との
交流を広げるなどパイプを形成し、情報の範
囲を広げることが課題でしょう。

――有馬先生は木材の利用について資源・
産業、地域と都市の連携、省エネルギー、地
球温暖化など様々な観点から発言されていま
す。今後の木材利用についてどう考えれば良
いか伺います。
まず始めに、資源の観点から木材をどう見

ればよいか、お話ください。
有馬代表：資源の再生産の観点からみる

と、太陽エネルギー、すなわち地球外からの
エネルギー、を利用して資源を創る産業とそ
れ以外の資源を消費する産業に別けられま
す。林業や農業は前者の資源を創る産業で、
自動車工業などの鉱工業は資源を消費する産
業になります。木材産業も後者に属します。
しかし、ここで重要なことは、木材資源は資
源の生産（木材生育・生産）と資源の消費
（木材利用）の両方に関わっているというこ
とです。すなわち、木材産業における木材の
消費が木材資源の生産に繋がる（木材が消費
されることで、再び新たな生産がなされると
いうこと）。このような循環は鉱工業にはな
い特質です。各々の産業の違いを明確に認識
し、本来担うべき役割を明確にすることが重
要で、資源循環の視点が無いと資源を生産す
る林業や木材に係わる産業は現在の経済―効
率が主体の市場経済―の中では役割分担が見
えにくいおそれがあります。
――木材は山林で生産され、生産された木

材は都市で利用されることから地方と都市の
連携を仰っています。どのような連携が望ま
しいのでしょうか。
有馬代表：現在、地方と都市、生産と消費

が切り離され対立しているような構図を作っ
ているところに問題があります。資源循環に
おいて生産された木材は都市で消費され、そ
の対価が山に戻され再び山林を育てるという
ようにそれぞれ役割は異なりますのでお互い
に近寄り、相手を知る必要があります。木材

業で言えば、この両者を繋ぐ重要な役割を果
たすのは製材業ではないかと考えています。
現状、我が国の製材業には3タイプの目指す
方向があります。タイプ１は一般的な製材業
で国産材も輸入木材と同様に国際競争の中で
扱う、タイプ２は消費地と生産地を結ぶ「顔
の見える家づくりネットワーク」を推進する、
タイプ３は地産地消を推進するものです。
タイプ１では輸入材との国際価格競争の中

で非常に苦労し一生懸命やってきたと思いま
すが、国産材が苦戦を強いられ、山林生産者
に資金を還流できなかったことは事実です。
木材価格を考える場合、ドルベースすなわち
グローバルな価格となるディメンションラン
バーのような汎用材やチップなど重量で測定
される木材と円ベースの柱材、心持ちの横架
材（何らかの付加価値を有した木材）を分け
る必要があります。価格がドルベースの木材
は国際価格の中で闘わざるを得ませんが、円
ベースの木材製品は―言うのは簡単ですが―
国内の利用者（製材業者、木材生産者、消費
者）が商品開発をおこない自ら価格を設定で
きる仕組みをつくらなければなりません。
タイプ２の顔の見える家づくりネットワー

クでは生産地と消費地が離れていることか
ら、双方の思いのすれ違いが生じ思ったほど
伸びていない状態です。これは、住宅の設計
者は中間経費を省き地域材を安く使えると考
え、一方、生産地側は地域材ブランドで高く
買ってもらえるというような認識の差があり
相互不信を生じさせているからです。設計者
と消費者は何故地域材なのか、生産者は地域
材を選んでもらえるにはどうしたらよいかお
互いに気持ちを交換し相互理解を深めること
から始める必要があります。
タイプ３の地産地消は地域材のあるところ

に家を作るという国産材利用の本来の姿と考
えられていますが、最も遅れています。顔の
見えるネットワークと混同されたりしてお
り、本当に地産地消になっているか、すなわ
ち資源と資金が地域内で循環しているか検証
が必要です。
また、地域によっては地産地消では限界の

あるところもあります。例えば。宮崎県で言
えば、人口は日本の100分の１ですが、スギ
は日本の7分の1を生産していますから、宮崎
県だけでは利用しきれない。他の都市と姉妹

木材利用の方向性と課題
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都市になるなどして、連携を取り利用拡大を
図る必要があります。また、地域の出身者へ
県人会を通したアプローチや木材への思いを
持つ消費者への情報を発信するなど、その思い
を受け止める仕組みを作る必要があります。
地方公共団体は地域産材活用支援として地

域木材利用に補助金支給などを行っています
が、木材は建築資材のなかで金額にして15%
程度ですので、15%しか地域に還元できない
ことになります。建築資材は建材も含めると
やりかたによっては65%近くになりますの
で、65%が地域に戻るような連携や補助の制
度を考え直す必要があると思います。
このように製材業はまだまだ問題を抱えて

いますが、消費地と生産地を繋ぐキーマンで
あることに変わりはありませんし、今後ます
ます重要性が高まるでしょう。製材業の中に
は、タイプ１の一般製材業をおこないながら、
タイプ２の顔の見えるネットワークやタイプ
３の地産地消の取り組みをされているところ
もあり、成功しているところもあるようです。
――有馬代表は木材利用推進によるＣＯ2

削減と炭素貯蔵を分け、炭素ストック（Ｃ表
示）で説明されています。この理由をお聞か
せください。
有馬代表：私があえて炭素ストック（Ｃ表

示）で説明するのは、資源の観点から見て欲
しいからです。例えば、平均的木造の家を建
てると木材材積にして約20m3、炭素で約４
トン（注：木材の比重を0 .4とすると木材全
乾重量は８トンになるが、その重量の半分を
木材の炭素としたとき）が住宅に長期間スト
ックされます。それを処分する時には最後に
は燃料として利用できるバイオエネルギー資
源として使用できます。木材は資源として燃
料でＣＯ2になるまで無駄なく利用できると
いう側面からＣ表示の利用を薦めているわけ
です。どれだけＣＯ2を吸ってきたかは、Ｃ
表示量に12（炭素の分子量）分の44（ＣＯ2
の分子量）を掛けて算出すればよいのです。
また、ＣＯ2表示をした場合には、例えば、
木材全乾燥重量10kgには炭素が5kg（全乾重
量の半分として）ストックされますが、ＣＯ2
表示をすると、５kgに12分の44を掛けて約
18kgとなります。これは元の木材の全乾重
量より重くなるという（なんとなく認識する
上での）不都合が生じることもあります。

最近のバイオエネルギー活動で気になるの
は、木材が再生産できるということでＣＯ2
ゼロと見られていることです。しかし、これ
はあくまで再生産されることを前提にしてい
ることを忘れてはなりません。
日本の森林蓄積量は約40億m3で、炭素量

では約10億トンの貯蔵量（平均密度を0 .5と
して換算）ですが、一方、日本の化石燃料の
年間消費量は炭素量にして約3 .5億トンにな
ります。すなわち、化石燃料を木材で代替す
ると３年半、熱効率を考慮すると２年程度し
か持たず、日本の森林が丸裸になることです。
したがって、安直に代替エネルギーとしてバ
イオエネルギーを考えるのではなく、まず化
石燃料の削減を目指した上で、木材のバイオ
エネルギー利用は木材利用の最後の過程とし
て大事に扱って欲しいものです。

――有馬代表は宮崎県木材利用技術センタ
ーの所長でおられ、同センターを中心に様々
な活躍をされていますが、同センターの役割、
特徴をお話ください。
有馬代表：宮崎県木材利用技術センターは

都城市郊外に2001年開設されました。宮崎県
は戦後、拡大造林を推進してきた結果、豊富
なスギ資源の林業先進地として平成３年から
スギ材生産日本一を続けています。当センタ
ーは木材関連産業の技術向上、木材の新製品
の開発等をサポートすることで山林と林業、
そして地域木材産業の活性化に寄与すること
を目指しています。
当センターは敷地3.2haに管理棟、研究棟、
実験棟計５棟延べ床面積5,148㎡の木造の建
物が配置されています。所員は私を含め17名
で、研究内容は材料開発部、木材加工部、構
法開発部の各部でスギ材を中心に高度活用技
術の研究開発を行い、技術移転、依頼試験、
（共同研究）を行っています。
材料開発部ではスギ精油の大量採取とその

利用やスギ心持ち柱材の高温乾燥などを研究
しています。木材加工部では充実したクリー
プ試験機器を使用し、スギ構造材柱脚柱頭部
接合部のめり込みクリープ試験やスギ及びヒ
ノキを用いた異樹種構造用集成材の開発など
を進めています。構法開発部では実大構造実
験試験機等を使用し、スギ材を用いた大型構

宮崎県木材利用技術センターについて
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造物の構造耐力や経年変化、スギプレカット
製材を用いた中規模非住宅木造などの研究・
評価を行っています。これらの研究成果は毎
年報告会やシンポジウムなどで発表していま
す。研究成果報告要旨は宮崎県木材利用技術
センターのホームページ※で閲覧ください。
――同センターの利用は県外者でも可能で

しょうか。
有馬代表：利用者の課題解決できるもので

あれば県内・県外を問いません。しかし、大所
帯の所員数ではありませんのでお受けできな
いこともあります。まずは、ご相談ください。
――昨年（2008年）、宮崎市で木質構造の国

際会議が開催され、成功裡に終わったと聞き
ました。
有馬代表：第10回目となる木質構造国際会

議（WCTE2008）が昨年６月２日から６月
５日までの4日間宮崎市で開催されました。
当会議は、木質構造に係わる最新の技術、研
究、革新的な設計手法・事例などを発表・情
報交換する世界最大の会議で２年毎に開催さ
れています。38カ国の地域から525人（国内
224人、国外301人）が参加し、429件の発表
がありました。私も実行委員会の会長として
参画させて頂きました。また、ポストツアー
では木材利用技術センターの施設見学をして
頂きました。参加者の方々には満足して頂い
たと思っています。
今回、地方都市である宮崎市が開催地に選

ばれたのは、背後に400年余のスギ植林の歴
史と年間百万m3を超える生産量、そしてそ
れを利用した先端的な木質構造の建築物が評
価されたからと思われます。

――それでは、最後に建材マンスリーの読
者に一言メッセージをお願いします。
有馬代表：現在の住宅建築の問題点は、施

主がそれに使われる建築材料の費用を知るこ
とができないことではないかと考えていま
す。工務店などが住宅建築を請け負い、建築
費用を施主に見積りあるいは請求を提示する
場合、トータルの価格で請求し、自分の仕事
の施工費と使用する材料費を明確に区別して
いない場合が多いように見受けられます。材
料費の中には経費が丸め込まれるなどしてい
るために、絶えず不透明さが付いて回ってお
り、消費者から十分理解されているとはいえ
ない状態にあります。
将来の住宅を考える場合、消費者からは住

宅といえども、とりわけ増改築は自動車や海
外旅行などとの選択肢で、競合する可能性が
あります。競合した場合には、消費者は価格
が明瞭な価格設定をしている方が選択しやす
いので、価格のはっきりしない増改築は選択
が狭められます。今年６月４日から施行され
た長期優良住宅普及促進法に基づく長期優良
住宅には必ず増改築がついてくることになり
ますので、増改築市場を確保するためにも、
材料費と施工費を区別した明瞭な価格設定
で、消費者の信頼を獲得しておいてほしいと
思います。
――長時間、有益な話をしていただきあり

がとうございました。今後も、様々な分野で
ご活躍されることを期待いたします。

宮崎県木材利用技術センター俯瞰写真（同センターパンフレットより）

※http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kankyo/mokuzai/wurc/index.htm

読者へのメッセージ
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2007年3月31日現在における日本の人工林

は1,035万ha、森林面積の4割余りであり、そ

の蓄積量は26.5億m3に達する。この人工林資

源を50年伐期で経営することを想定すると、

1年当たり20万haを対象にして5,000万m3余り

の生産が可能であり、用材自給率としては6

割を占める計算となる。あるいは、50年生の

人工林の平均蓄積量を仮に350m3／haと置く

なら、1年間に7,000万m3の生産が可能な水準

と見ることもできる。

日本国としての総森林蓄積量は44.3億m3で

ある。これを50年伐期で経営すると仮定する

なら、1年当たりの木材生産可能量は9,000万

m3近くとなり、木材需給としては国産材で

100％をまかなうことも可能な資源量である。

だが、奥地や保護地、条件不利地にある森林

を考慮すると、大雑把に見て半分程度の自給

は可能と言えるのではなかろうか。

このように潤沢な森林資源を有するように

なった日本であるが、輸入材への依存は高度

経済成長期より高まり続け、国産材の活用は

漸く緒に就いたばかりと言って良い。このこ

とを念頭におきながら、本稿ではこれまでの

日本の木材需給を概観し、それを踏まえなが

ら2020年に向けた日本の林産物輸入の今後を

検討してみる。それにより、10年先の木材の

需要と供給について考えてみたい。

その6 
２０２０年の木材需給 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 

間伐等で手入れされた人工林は公益的機能が高まる（茨城県常陸太田市のスギ人工林）

立花　敏（たちばな　さとし）
独立行政法人森林総合研究所　北海道支所チー
ム長（北方林経営担当）
1996年3月　東京大学大学院農学生命科学研究
科博士課程（森林科学専攻）修了。博士（農学）
専門は林政学、林業経済学、環境経済学

東京大学大学院農学生命科学研究科文部教官助手、（財）地
球環境戦略研究機関主任研究員、森林総合研究所林業経
営・政策研究領域主任研究員を経て、2007年10月より現職
現在、東京大学農学部「国際森林学」非常勤講師、新潟大
学農学部「森林政策学」非常勤講師

主要著書・論文等
・森林総合研究所編『森林・林業・木材産業の将来予測－
データ・理論・シミュレーション－』［分担執筆］（J-FIC、
2006年）
・寺西俊一編著『新しい環境経済政策－サステイナブル・
エコノミーへの道－』［分担執筆］（東洋経済新報社、
2003年）
・井上真編著『アジアにおける森林の消失と保全』［分担
執筆］（中央法規、2003年）
・立花敏（2009）中国と韓国における森林資源の転換と木
材産業との関係、林業経済研究55（1）:pp.3-13
・立花敏・張玉福（2008）米国の林産物セクターと中国の
林産物貿易との関係，地域政策研究10（4）:pp.21-33

高まる輸入木材製品への依存と 
　　　　　国産材供給の可能性 
高まる輸入木材製品への依存と 
　　　　　国産材供給の可能性 
高まる輸入木材製品への依存と 
　　　　　国産材供給の可能性 
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（1）輸入材への依存

第二次世界大戦後の高度経済成長とそれに

伴う住宅着工戸数の増加により、用材と椎茸

原木と薪炭材とを併せた丸太換算の木材需給

量は1973年の約1.2億m3まで増加の途を辿っ

た（図－1）。1973年の第一次石油ショックと

1978～79年の第二次石油ショックを経て低経

済成長期へと変わり、量的拡大を

求める経済から質の充実を求める

経済へと変容した。第二次石油シ

ョック以後には、年間1億m3を上

下する需給量で推移したが、2002

年に9,000万m3を下回って2007年

に8,388万m3となり、更に2008年

には7,797万m3まで低下した。

日本の木材需給は輸入に強く依

存している（図－2）。用材自給率

は1955年に94 .5％、1960年に

86.7％だったが、1970年にかけて

急速に低下し、1979年には30.8％

となった。その値は1980年代前半に35％程度

まで回復するが、1985年のプラザ合意に伴う

円高等の影響によりその後も低下傾向をたど

り、1997年に20％を切り、2000年には18.2％

まで低下した。2007年には22.6％まで回復し

たものの、1990年代半ばから用材自給率は2

割前後の水準が続いている。用途別には、製

材用材の自給率が2000年を底に高まり2007年

には39.3％となったのに対し、パルプ・チッ

プ用材の自給率は1990年代半ばまで低下傾向

にあり、その後も低位に留まって2007年には

12.6％であった。それに対して、合板用材の

自給率は2000年に約1％であったが、そこか

ら徐々に増加傾向をたどり、2005年からは急

速な上昇を見せて2007年に14.5％まで高まっ

た。

（2）用材部門別需給量（丸太換算）

2005～06年の製材用は約3,300万m3、2007

年のそれは3,046万m3であった。これらの量

は、1973年の6,747万m3に比べると半分にも

満たない（図－3）。住宅着工戸数の変化に比

べて減少率が大きいことから、1戸当たりの

木材使用量の減少が推察される。合板用につ

いては、1973年の1,715万m3がピークであり、

それ以後は経済状況を反映してほぼ1,000～

1,500万m3を維持し、1990年代末からは1,300

万m3程度で安定していたが、2007年には

1,126万m3に減少した。構造用集成材や加工

図－1 丸太換算用材需給量
資料：森林・林業統計要覧

図－2 日本の木材需給のトレンド
資料：木材需給報告書、森林・林業統計要覧、貿易統計

図－3 用途別木材需給量の推移
資料：図－1に同じ

木 材 需 給木 材 需 給
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材、枕木、電柱、杭丸太等のその他用につい

ては、1988～93年、1998～99年に200万m3を

下回り低水準にあったが、近年になって輸入

材が増えるのに伴い増加し、2007年には352

万m3となった。パルプ・チップ用は、1989

～2000年に4,000万m3超であったが、その後

は3,700万m3を上下する水準であり、1973年

比で2～3割増しの数量で推移している。

国産材は1961～67年に5,000万m3前後を記

録し、1967年にはピークの5,181万m3となっ

たが、その後は増減の波を打ちながら減少傾

向が続き、2001年以降にはピーク時の3分の1

以下の1,700万m3程度に低まった。素材需給

量に占める国産材の割合は、木材貿易が実質

的に自由化されてから低下し、二度の石油シ

ョックの頃に40％台となったが、それ以後は

回復して50％台前半にある。

（3）製品別需給量

国内出荷量と輸入量を合わせた製材品総需

給量は1964年に3,383万m3、1973年に4,902万

m3であったが、1990年代以降は減少が続き、

近年は1973年比で50％を切り、2006年には

2,106万m3になった。国内挽き製材品につい

ては、1980年代終わりに若干の増加を見るも

のの、第二次石油ショック以降は減少が続い

て近年は1,300万m3程度となっている。特に

輸入材挽き製材品に減少が顕著に表れてお

り、1990年代以降の丸太輸入の減少に伴い輸

入材挽き製材品出荷量は1990年の1,758万m3

から2006年の540万m3へと急減している。

国内出荷量と輸入量を合わせた合板総需給

量は製材品に比較して変化が少ない。それは、

1964年から1973年にかけて増加し、1,257万

m3になった後には1997年までほぼ900～1,000

万m3の水準で推移した。だが、1998年以降

は合板用原木の輸入が減る中で国内加工が減

少し、普通合板生産量は年間300万m3を上下

する量となっている。この中で厚物構造用合

板（ネダノン）の開発により国産のスギ材や

カラマツ材、ヒノキ材の合板利用が増え、国

産材合板用材の量は200万m3を超えるように

なった。合板輸入量は300万m3超まで減少し、

近年の合板需給量としては約600万m3であ

る。

集成材（構造用集成材を含む）の需給量は

1990年代から増加が続いている。集成材の生

産量と輸入量は、同順に1996年の72万m3と

28万m3から2006年の168万m3と96万m3へと2

倍超の大幅な増加となった。日本の住宅建築

において集成材は柱や梁、土台等の様々な部

材として使用されるようになり、国産スギ材

やヒノキ材、米マツ材、米ツガ材の部材を代

替するようになっているのである。

（4）木材需給の見通し

上述の木材需給動向を踏まえ、木材需給量

とタイムトレンドとの相関係数を推定し、その

結果をもとにして1989～2007年と1995～2007

年に時期区分し、その平均変化率に基づいて

2020年までの輸入見通しを推計した（図－4）。

前者のケースを当てはめると2020年の木材需

給量は6,900万m3近く（図－4の－◇－）、後者

のケースでは同じく6,200万m3近く（図－4

の－■－）まで減少する結果が得られた。こ

うしたトレンドに加え、今後の日本は人口減

少と少子・高齢の社会が到来し、また長期優

良住宅普及促進法の施行（2009年6月4日）等

に伴い住宅の長期使用が進むと考えられるこ

とから、住宅着工戸数の減少等により木材需

給は減少することが予想される。

日本では約8割を依存する輸入木材におい

図－4 木材需給の見通し　注：著者推計

林産物輸入の見通しと輸出国の動向林産物輸入の見通しと輸出国の動向
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て、丸太から木材製品への変化が進んでいる。

輸入に占める丸太の割合は、1960年に82.5％

であったが、1970年に69.7％、1980年に

50.4％、1990年に35.5％、2000年に19.6％へと

低下し、近年は約15％まで低まった（図－2）。

こうした変化を念頭に置き、主要な輸入材の

推移と見通しを見ていこう。

（1）丸太輸入

丸太輸入は1960年代から本格化し、1973年

には最多の4,860万m3に達した。だが、その

後は1980年に3,751万m3、1990年に2,900万m3、

2000年に1,595万m3へと減少傾向が続き、

2007年には897万m3に留まった。主たる輸出

国・地域は、1980年代まで東南アジア諸国、

1990年代は米国、1990年代終わりからロシア

となっている。

この推移について、上述と同様の方法で時

期区分し、1975～2007年と1988～2007年の平

均変化率に基づいて2020年までの輸入見通し

を推計した（図－5）。両期間とも一時期を除

いてマイナスの変化率となり、前者のケース

を当てはめると2020年の丸太輸入量は500万

m3近く（図－5の－◇－）、後者のケースでは

同じく400万m3近く（図－5の－■－）まで減

少するという結果が得られた。

この結果を、主な丸太を取り上げて検討し

よう。1980年まで最多の輸入量を誇った南洋

材丸太は、東南アジア諸国の森林減少や木材

工業の進展により丸太輸出が大幅に減り、日

本の輸入量も減少した。東南アジアの殆どの

国が高い森林減少率となっており、その丸太

輸出供給力は低下している。日本は、現在マ

レーシア・サラワク州に加え、樹種の多様さ

も影響して森林開発が遅れたパプア・ニュー

ギニアやソロモン諸島からの輸入が一定量あ

るが、数量的には限られている。

北米材丸太では、主に建築用材として米マ

ツと米ツガを中心に輸入してきたが、主産地

の米国北西海岸地域において1980年代終わり

から1990年代前半にかけて顕在化したマダラ

フクロウやマダラウミスズメ等の絶滅危惧種

保護の動きにより、1990年代からは嘗てのよ

うな輸入は出来なくなった。また、1990年代

半ばから米国で10年余り続いた高水準の民間

建築着工により日本の北米材輸入が減少した

面もある。米国において住宅等の民間建築着

工の低迷が長引く場合を除き、日本向け丸太

輸出が増える余地はないように思われる。

北洋材丸太は、ピーク時の6割程度の約

500万m3の輸入量が続いている。輸入される

樹種は、嘗て製材用のエゾマツ材やアカマツ

材が多かったが、近年は合板用のカラマツ材

が最多となり、丸太輸入の過半を占めるに至

った。ロシア極東地域やシベリア地域におい

て、森林資源が比較的豊富に存在することや

木材工業の発達が遅れたことが、一定の丸太

輸出を続けられた要因として挙げられる。だ

が、丸太輸出関税の動きや木材工業の発展が

生じ、中国の北洋材需要を考え合わせると、

北洋材丸太輸入が増加することは考え難い。

人工林材の輸入元としては、ニュージーラ

ンド（NZ）が重要である。NZのラジアータ

パイン丸太は近年100万m3足らずの輸入とな

っているが、25～30年で伐採されるという成

長の早さと、向こう10年程で伐期に入る林分

が増えるという資源構成とから、今後は輸入

量が増す可能性があると考えられる。

（2）製材品輸入

製材品輸入は、1960年代から若干の増減を

繰り返しながら基調としては右肩上がりに、

1970年の301万m3、1980年の557万m3、1990

年の889万m3と増え、1997年には1,219万m3に

図－5 丸太輸入の見通し　注：著者推計
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達した。その後は緩やかに減少して2007年に

735万m3となった。その輸出元としては北米

が最多であり、1996年までは68％超を占め、

近年でも4割程を占める。

この推移を踏まえ、丸太と同様の方法によ

り、1988～2007年と1993～2007年の2期間を

選定して平均変化率を算出し、それに基づい

て2020年までの輸入見通しを推計した（図－

6）。前者のケースでは緩やかに増加して2020

年に800万m3余り（図－6の－◇－）、後者のケ

ースでは若干減少して同700万m3余りになる

計算結果が得られた（図－6の－■－）。

製材品については、北米からの輸入が多く

を占める状況を考えると、日本の製材品輸入

は米国の建築着工の動向に強く影響される可

能性が高い。また、輸出元の一つであるカナ

ダのブリティッシュ・コロンビア州では、内

陸部で木造枠組壁工法用のディメンジョンラ

ンバーを、BC州沿岸部では注文製材したカ

スタムカット材を中心に日本向けに輸出して

いることを考えると、内陸部のマウンテン・

パイン・ビートルの被害木処理の進行も輸出

の多少に影響を与えると言えよう。

今後はロシアに注目する必要がある。丸太

輸出関税を高める可能性があり、製材品を始

めとする木材製品の輸出を増加させているか

らである。日本でも北洋材の集成材用ラミナ

や羽柄材等の原板を輸入するようになった。

この傾向は強まると考えて良いだろう。

欧州材製材品については、1990年代後半か

らトウヒ（いわゆるホワイトウッド）等の製

材品が集成材用ラミナとして輸入されてい

る。輸入製材品に占める欧州材の割合は、今

では北米材並みとなり3割を超える水準にあ

る。また、構造用集成材の輸入量は1990年代

に始まり、1990年代終わりから増加が続いて

いる。その量は近年60万m3を超えるように

なり、産業規模や豊富な森林資源を勘案する

と、この傾向は続くと見て良いだろう。

なお、主に北米材を代替する形で集成材需

要が増加し、オーストリア、フィンランド、

ドイツ、スウェーデン等の欧州諸国と中国か

らの輸入が増えてきた。住宅等の建築着工に

おいて集成材利用が進んでいることから、日

本の木材需要において集成材への依存は更に

高まる可能性がある。為替相場や木材輸送船

運賃等の経済要因によるところも少なくない

が、東欧諸国が木材生産国として台頭する中

で、日本の集成材輸入において欧州諸国の位

置づけが重要であることは間違いなかろう。

（3）合板輸入

合板輸入が本格化したのは1980年代後半か

らである。インドネシアやマレーシアは合板

を中心に工業化を推し進め、インドネシアは

1980年代半ばから、マレーシアは1990年代か

ら合板輸出を増やし、その多くを日本が輸入

した。日本の合板輸入量は1993年に399万m3、

1996～97年には510万m3を記録したが、その

大部分は南洋材合板であった。また、東南ア

ジア諸国における違法な森林伐採・木材取引

の問題が指摘され、近年はインドネシア産合

板の輸入が大幅に減少し、その結果2007年の

図－6 製材品輸入の見通し　注：著者推計

図－7 合板輸入の見通し　注：著者推計



13

輸入量は343万m3に留まった。

この推移を踏まえ、上述と同様の方法によ

り1991～2007年と1998～2007年の2期間につ

いて平均変化率を算出し、それに基づき2020

年までの輸入見通しを推計した（図－7）。前

者のケースでは増加が続いて2020年に約450

万m3（図－7の－◇－）に、後者のケースでは大

幅に減少して同230万m3余り（図－7の－■－）

になるという結果が得られた。

合板については、主たる輸出国・地域はマ

レーシアとインドネシアであり、向こう10カ

年を想定すると、丸太同様に増加する可能性

は高くないと言えるだろう。それよりも、中

国の合板製造・輸出がどのように展開するか

に注目すべきであり、現在のポプラ材に加え

てユーカリ材を用いた合板製造の動きと旺盛

な早生樹林造成とも相俟って、日本の中国産

合板輸入が更に増加する可能性がある。

また、日本国内の合板製造においてスギ材

やカラマツ材、ヒノキ材が原料として使われ

るようになり、その動きに拡がりが見られる

ことに注目したい。この動きが定着していく

ならば、輸入合板に代わって国産材合板の利

用が拡がることが想定され、そうなると合板

輸入量は増加し難いのではないだろうか。

丸太輸入が2020年に向けて減少する可能性

が高く、それに代わり木材製品輸入が増加す

ることが見込まれる。また、丸太輸入の減少

が国産材需要を増幅することも想定できる。

ここで鍵を握るのが国内の製材工場や合板工

場等の木材工業であり、国産材を有効活用し

ながら競争力を高めることが求められる。そ

の主たる方法は、一定の規模拡大に加え、国

内森林資源と消費地とを考慮した最適な空間

配置や工場のネットワークであろう。

例えば、①年間24,000m3（月間2,000m3）

以上の丸太を消費する60数社が、向こう10年

余りに10万m3超の規模となり、そのうち20

社余りが20万m3超になること、②中小工場

の中からも大型化するところが出現すると期

待され、全国で10程度の参入があることを仮

定してみよう。この場合、20万m3超の20社

余りが500万m3、10万m3超の50社余りが600

万m3を挽き、合わせて1,100万m3の原木を消

費することになる。

更に、地域材住宅や産直住宅、特殊な木造

住宅に供給する年間原木消費量5千～1万m3

クラスの中小製材工場もニッチ市場を形成

し、全国に5千m3クラスが1,000工場、1万m3

クラスが1,000工場（1都道府県当たり20工場

余り）存在するなら1,500万m3の原木消費と

なる。その結果、国内の製材用原木消費量は

2,600万m3が可能となる。

また、大手合板工場の全てが一定の国産材

を使うようになると30万m3×6社と10万m3×

4社で220万m3の丸太消費量となり、その他

で10万m3程度の消費量を想定すると230万m3

となる。

この状況は間もなく達成され得るものであ

り、合板用南洋材や北洋材の輸入丸太に代わ

り国産材の利用が増えると期待される。つま

り、合板用の国産材消費量が300万m3に達す

る日は遠くないと考えたい。更に、現在の30

万m3クラスの合板工場の中には50万m3クラ

スに、10万m3クラスは30万m3クラスになる

ことが期待され、国産材の需要は更に増加す

る可能性がある。

木材に対する消費者の選好は多様であり、

国産材と輸入材とが適度にバランスする形で

需要と供給とが均衡点に至っていると考えら

れる。森林認証やC S R（企業の社会的責任）

活動の展開を見ると、環境意識の高まりから

2020年に向けて森林認証材や輸送エネルギー

が相対的に少ない国産材、長期優良住宅に耐

え得る良質な木材の需給量が増す可能性が高

いだろう。

それに向けて鍵を握るのが技術を伴う木材

工業の発展であり、また持続可能な森林経営

に向けた森林所有者や素材生産業者の真摯な

取り組みと言うことになるだろう。

日本における２０２０年の木材需給日本における２０２０年の木材需給
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取扱先：住友林業㈱

木材建材事業本部　

製造元：朝日ウッドテック㈱
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平成21年7月の新設住宅着工

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅戸数　－利用関係別－

△は減

７月
対前月比 対前年同月比 ６月 ５月

平成21年

（戸） （％） （戸） （％）
４月

新　設　住　宅　計 65,974 △ 2,294 △ 3.4 △ 31,238 △ 32.1 68,268 62,805 66,198
建　築 公　　　　　　共 1,797 △ 88 △ 4.7 △ 779 △ 30.2 1,885 1,775 2,082
主　別 民　　　　　　間 64,177 △ 2,206 △ 3.3 △ 30,459 △ 32.2 66,383 61,030 64,116

持　　　　　　家 26,040 △ 454 △ 1.7 △ 3,623 △ 12.2 26,494 23,139 22,971
利　用 貸　　　　　　家 27,278 △ 642 △ 2.3 △ 15,377 △ 36.0 27,920 25,167 26,262
関係別 給与　住宅 710 △ 540 △ 43.2 △ 243 △ 25.5 1,250 1,433 2,774

分譲住宅 11,946 △ 658 △ 5.2 △ 11,995 △ 50.1 12,604 13,066 14,191
資金別 民間資金 57,783 △ 1,615 △ 2.7 △ 29,004 △ 33.4 59,398 55,586 58,035

公的資金 8,191 △ 679 △ 7.7 △ 2,234 △ 21.4 8,870 7,219 8,163
公営住宅 1,433 442 44.6 △ 860 △ 37.5 991 921 1,248
住宅金融機構融資住宅 3,240 △ 220 △ 6.4 △ 16 △ 0.5 3,460 2,700 3,180
都市再生機構建設住宅 128 △ 53 △ 29.3 104 433.3 181 405 628
その他の住宅 3,390 △ 848 △ 20.0 △ 1,462 △ 30.1 4,238 3,193 3,107

構造別 木　　　　　造 37,731 △ 2,342 △ 5.8 △ 7,604 △ 16.8 40,073 33,282 33,372
非　　木　　造 28,243 48 0.2 △ 23,634 △ 45.6 28,195 29,523 32,826
鉄骨鉄筋コンクリート造 1,029 651 172.2 △ 661 △ 39.1 378 475 502
鉄筋コンクリート造 13,084 △ 1,259 △ 8.8 △ 17,407 △ 57.1 14,343 16,551 20,148
鉄　骨　造 13,890 636 4.8 △ 5,610 △ 28.8 13,254 12,336 11,981
コンクリートブロック造 59 20 51.3 8 15.7 39 52 94
そ　　の　　他 181 0 0.0 36 24.8 181 109 101

利用関係別 合計 対前月比 持家 対前月比 貸家 対前月比 給与 対前月比 分譲 対前月比
対前年同月比 対前年同月比 対前年同月比 住宅 対前年同月比 住宅 対前年同月比

戸 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％
木造 7,536 △ 785 △ 9.4 2,406 55 2.3 3,998 △ 926 △ 18.8 23 15 187.5 1,109 71 6.8

△ 1,475 △ 16.4 △ 423 △ 15.0 △ 745 △ 15.7 19 475.0 △ 326 △ 22.7

プレハブ新設住宅戸数　－構造別・利用関係別－

構造別 戸
対前月比 対前年同月比

利用関係別 戸
対前月比 対前年同月比

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）
合計 11,325 784 7.4 △ 2,517 △ 18.2 持家 4,925 493 11.1 △ 558 △ 10.2
木造 1,454 201 16.0 △ 86 △ 5.6 貸家 5,970 342 6.1 △ 1,573 △ 20.9

鉄筋コンクリート造 320 198 162.3 △ 160 △ 33.3 給与住宅 31 △ 104 △ 77.0 △ 13 △ 29.5
鉄骨造 9,551 385 4.2 △ 2,271 △ 19.2 分譲住宅 399 53 15.3 △ 373 △ 48.3

国土交通省が発表した平成21年7月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は前年同月比

32.1％減の6万5,974戸で8ヵ月連続の減少、

前月比では3.4％減、戸数にして2,294戸の減

少となった。

持ち家、貸家、分譲住宅ともに大きく落ち

込み、特にマンションは6月に続き過去最低

を更新、利用関係別では持ち家は前年同月比

12.2％減の2万6,040戸で10ヵ月連続減、貸家

は同36.0％減の2万7,278戸、分譲住宅は同

50.1％減の1万1,946戸でともに8ヵ月連続の

マイナス、分譲住宅のうちマンションは同

71.9％減の3,961戸で7ヵ月連続の減少、戸建

ては同19.7％減の7,826戸で10ヵ月連続の減

少となった。

構造別では木造が同16.8％減の3万7,731戸

で7ヵ月連続の減少、工法別ではプレハブが

同18.2％減の1万1,325戸で9ヵ月連続のマイ

ナス、2×4は同16.4％減の7,536戸で8ヵ月連

続の減少、地域別でもすべての地域で大幅に

減少した。

前年同月比32％減の6万6千戸
7月の新設住宅着工
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